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１．地震防災対策特別措置法 （p1）

２．津波対策の推進に関する法律 （p2～3）
３．防災基本計画 （p4～5）
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地震防災対策特別措置法
（平成七年法律第百十一号）（抜粋）

（想定される地震災害等の周知）
第十四条 都道府県は、当該都道府県において想定される地震災害の軽減を図る
ため、当該地域における地震動の大きさ、津波により浸水する範囲及びその水深並
びに地震災害の程度に関する事項について、これらを記載した印刷物の配布その
他の必要な措置を講ずることにより、住民に周知させるように努めなければならない。

２ 市町村は、当該市町村において想定される地震災害の軽減を図るため、当該
地域における地震動の大きさ、津波により浸水する範囲及びその水深並びに
地震災害の程度に関する事項並びに地震災害に関する情報、予報及び警報
の伝達方法、避難場所その他の地震が発生した時の円滑な避難を確保するた
めに必要な事項について、これらを記載した印刷物の配布その他の必要な措
置を講ずることにより、住民に周知させるように努めなければならない。

平成18年3月31日公布・施行（一部4月1日施行）
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津波対策の推進に関する法律
（平成二十三年法律第七十七号）（抜粋）

（津波対策を推進するに当たっての基本的認識）

第二条 津波対策は、次に掲げる津波に関する基本的認識の下に、総合的かつ効
果的に推進されなければならない。
（略）
二 津波は、その発生に際して国民が迅速かつ適切な行動をとることにより、人命に

対する被害を相当程度軽減することができることから、防潮堤、水門等津波からの防
護のための施設の整備と併せて、津波避難施設（津波により浸水すると想定される地
域における一時的な避難場所としての機能を有する堅固な建築物又は工作物をいう。
以下同じ。）の着実な整備を推進するとともに、津波に関する防災上必要な教育及び
訓練の実施、防災思想の普及等を推進することにより津波及び津波による被害の特
性、津波に備える必要性等に関する国民の理解と関心を深めることが特に重要であ
ること。

（地域において想定される津波による被害の予測等）
第六条 都道府県及び市町村は、地形、土地利用の現況その他地域の状況及び津
波に関する最新の知見を踏まえ、津波により浸水する範囲及びその水深その他地域
において想定される津波による被害について、津波の規模及び津波対策のための施
設の整備等の状況ごとに複数の予測を行い、その結果を津波対策に活用するよう努
めなければならない。
２ 都道府県及び市町村は、前項の予測の内容について、津波により浸水するおそ
れのある地域の土地利用の現況の変化、津波に関する最新の知見等を踏まえて、適
宜、適切な見直しを行うよう努めなければならない。
３ 国は、都道府県及び市町村が第一項の予測及びその結果の津波対策への活用
を適切に行うことができるよう、情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を行うよ
う努めなければならない。

（津波に関する防災上必要な教育及び訓練の実施等）
第七条 国及び地方公共団体は、第五条第二項の調査研究の成果等を踏まえ、国
民が、津波に関する記録及び最新の知見、地域において想定される津波による被害、
津波が発生した際にとるべき行動等に関する知識の習得を通じ、津波が発生した際
に迅速かつ適切な行動をとることができるようになることを目標として、学校教育その
他の多様な機会を通じ、映像等を用いた効果的な手法を活用しつつ、津波について
防災上必要な教育及び訓練、防災思想の普及等に努めなければならない。
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（地域において想定される津波による被害についての周知等）
第八条 都道府県及び市町村は、地震防災対策特別措置法第十四条第一項及び
第二項の規定により津波により浸水する範囲及びその水深を住民に周知するに当
たっては、第六条第一項の予測の結果を活用するとともに、印刷物の配布のほか予
測される被害を映像として住民に視聴させること等を通じてより効果的に行うよう努め
なければならない。

（津波からの迅速かつ円滑な避難を確保するための措置）
第九条
（略）
２ 都道府県及び市町村は、津波が発生し、又は発生するおそれがある場合におけ
る避難場所、避難の経路その他住民の迅速かつ円滑な避難を確保するために必要
な事項に関する計画を定め、これを公表するよう努めなければならない。
３ 第一項の措置を講ずる場合及び前項の計画を定める場合には、高齢者、障害者、
乳幼児、旅行者、日本語を理解できない者その他避難について特に配慮を要する者
の津波からの避難について留意しなければならない。

（津波対策のための施設の整備等）
第十条 国及び地方公共団体は、津波対策に係る施設の整備等においては、次の
事項に特に配慮して取り組むよう努めなければならない。
（略）
五 津波避難施設の指定の推進

２ 国及び地方公共団体は、津波により浸水するおそれのある地域において、公共施
設等（津波からの防護を直接の目的として整備するものを除く。）を整備しようとすると
きは、当該地域における一時的な避難場所としての機能その他の津波に関する防災
上の機能を備えたものとなるよう配慮しなければならない。

附 則
（検討）
第二条 政府は、速やかに、津波避難施設が津波により浸水すると想定される地域
における一時的な避難場所としての機能をより効果的に発揮することができるよう、そ
の適切な配置、構造及び規模並びに運用の方法、津波避難施設への迅速かつ円滑
な移動の確保のために必要な措置等の検討を踏まえ、津波避難施設、津波避難施
設への避難路及び誘導のための設備等の整備の促進を図るために必要な財政上及
び税制上の措置について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるも
のとする。
２ 政府は、前項に定める事項のほか、この法律の施行後三年を目途として、東日本
大震災の検証等を踏まえ、津波対策の在り方について検討を加え、その結果に基づ
いて必要な措置を講ずるものとする。
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防災基本計画（平成20年2月中央防災会議決定）
抜粋
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